
0

1 頁平成21年 8月24日  11時29分  作成

03 民生費
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障がい者自立支援特別対策事業 子育てを支援し、お年寄りが元気な

障がい者の自立と社会参加の推進

安心して健やかにくらせる健康と福

『ひと』がいきいき

0

188001,8260

2,0142,01422,70220,688

補正後の額補正前の額

0

歳出予算事業概要書

県支出金

16 1,8264 共済費 都道 02 02 01 064
7 賃金 障害者自立支援特別対策事業補助金
11 需用費
12 役務費
13 1,264委託料
15 工事請負費
18 備品購入費
19 750負担金補助及び交付
20 扶助費
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所属課名

内線番号

大事業

中事業

小事業

細事業

調整結果額
うち復活額

国庫支出金 地方債 その他 一般財源

実

施

計

画

財源内訳

部

章

節

細 節

要求額

各　課

一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

　について実施の必要が生じたため。
①事業の概要

①相談支援充実・強化事業

　が図られる。
　の在学生に対するアセスメント体制整備等を通じて、障がい者の自立と社会参加の推進
　　相談支援の充実・強化、住宅への入居が困難な障がい者への入居支援や特別支援学校
②事業効果
　によって補完し、障がい者の自立と社会参加を推進する。
　　障害者自立支援法の施行後の充実強化すべき部分や不足する部分を本事業の実施

　　国の定める障害者自立支援対策臨時特例交付金に基づく特別対策事業の新規メニュー
補正理由

　れる。
　　社会資源マップの作成や研修を行うことにより地域自立支援協議会の周知活動が図ら
⑥地域自立支援協議会運営強化事業
　より入居が困難な障がい者の住宅入居の支援が図られる。
　　宅建事業者や民間住宅オーナーとのネットワークの構築や先進地の視察を行うことに
⑤居住サポート事業立ち上げ支援事業
　の充実・強化が図られる。
　　県外視察、職員研修を行うことにより、支援センター職員のケアマネジメント等支援
④相談支援発展推進支援事業
　行うことで地域移行の推進が図られる。
　　施設に入所している障がい者が在宅生活に移行する場合に必要となる物品の助成を
③地域移行支度経費支援事業
　判断するための体制整備を行うことで円滑なアセスメントの実施が図られる。
　　特別支援学校在学中の障がい者や入院・入所中の障がい者に対し就労支援の是非を
②就労系事業利用アセスメント実施連携事業
　　障害福祉施策についての研修会・説明会を実施することで制度の周知が図られる。

　鳥取県の実施要綱

県支出金
　相談支援充実・強化事業　県補助金10/10

　地域移行支度経費支援事業　県補助金3/4
　就労系事業利用アセスメント実施連携事業　県補助金3/4
　地域自立支援協議会運営強化事業　県補助金10/10

　相談支援発展推進支援事業　県補助金10/10
　居住サポート事業立ち上げ支援事業　県補助金10/10
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